
施設（建物）カルテ

施設番号 1 調査年度 2024年度

建築年度 1979年度 築年数 45年

構造 鉄筋コンクリート造 耐震性 あり

延床面積 12,455.50㎡ 敷地面積 9,009.03㎡

建物所有 市所有 敷地所有 市所有

減価償却率 61% 減価償却費 125,555千円

経費決算額 残存簿価 2,159,100千円

(R5年度) 使用料収入(R5) 3,309千円

運営形態 直営 常駐人数 347人

補助金等 あり（建物） 補助金額 西庁舎342,844,000円
東庁舎709,485,000円

根拠例規 羽村市の事務所位置条例

必要な施設整備と

優先度、建物不具合

【必要な施設整備】〔内容〕空調等設備改修（東庁舎・西庁舎） 〔優先度〕Ａ、
〔内容〕大規模改修（東庁舎・西庁舎） 〔優先度〕Ｃ
【建物不具合】

施設の現状と課題
市役所庁舎としての住民一人当たりの規模が大きい。
来庁者用の駐車場の約半分が借地である。

施設名称 市役所本庁舎

施設の概要

（設置目的等）

市役所庁舎として、執務室、会議室、議会議場などがある。
災害対策本部機能を有する。

所管部 総務部 所管課 契約管財課

121,155千円

補助金名称 防衛施設周辺民生安定施設整備事業



施設（建物）カルテ

施設番号 調査年度 2024年度

建築年度 1979年度 築年数 45年

構造 鉄筋コンクリート造 耐震性 あり

延床面積 995.97㎡ 敷地面積 本庁舎に含む

建物所有 市所有 敷地所有 市所有

減価償却率 本庁舎に含む 減価償却費 本庁舎に含む

経費決算額 残存簿価 本庁舎に含む

(R5年度) 使用料収入(R5) 0千円

運営形態 直営 常駐人数 26人

補助金等 あり（建物） 補助金額 342,844千円

根拠例規 羽村市の事務所位置条例

必要な施設整備と

優先度、建物不具合

【必要な施設整備】〔内容〕空調等設備改修　〔優先度〕Ａ
【建物不具合】

施設の現状と課題 屋上に太陽光発電設備、屋内に非常用発電装置が設置されている。

施設名称 市役所西分室

施設の概要

（設置目的等）

市役所庁舎として、執務室、会議室などがあり、１階部分は公用車車庫、現場作
業員控室となっており、建物端に倉庫機能も有している。
ＮＰＯ法人 市民パトロールセンターはむらが建物の一部を使用している。

所管部 総務部 所管課 契約管財課

本庁舎に含む

補助金名称 防衛施設周辺民生安定施設整備事業



施設（建物）カルテ

施設番号 調査年度 2024年度

建築年度 1981年度 築年数 43年

構造 鉄筋コンクリート造 耐震性 あり

延床面積 767.15㎡ 敷地面積 770.45㎡

建物所有 市所有 敷地所有 市所有

減価償却率 80% 減価償却費 2,762千円

経費決算額 残存簿価 27,617千円

(R5年度) 使用料収入(R5) 本庁舎に含む

運営形態 直営 常駐人数 10人

補助金等 あり（建物） 補助金額 88,440千円

根拠例規

必要な施設整備と

優先度、建物不具合

【必要な施設整備】〔内容〕空調等設備改修〔優先度〕Ａ、〔内容〕維持補修
（屋上防水･外壁改修）〔優先度〕Ａ
【建物不具合】

施設機能の

現状と課題
選挙時の期日前投票所となっている。

施設名称 市役所分庁舎

施設の概要

（設置目的等）

市役所庁舎と消費生活センターの複合施設である。
分庁舎として、執務室、会議室などがあり、消費生活センターとして、活動室、
調理実験室、相談室などがある。

所管部 総務部 所管課 契約管財課

3,026千円

補助金名称 防衛施設周辺民生安定施設整備事業


